
法人概要

活動エリア: 東京都台東区、墨田区、荒川区

豊島区、新宿区 事業所数：33か所

従業員数：274名（常勤68名、非常勤206名）

NP

年間事業規模

平成24年度 10億6百万円

NPO法人 自立支援センター ふるさとの会
（1999年認証）

ボランティアサークルふるさとの会
（1990年設立 夏祭り・越年事業等）

有限会社ひまわり
（2002年設立 介護事業）

株式会社ふるさと
（2007年設立 建物清掃・ケア付き保証人事業）

有限責任事業組合 新宿・山谷ネットワーク
（2008年設立 就労支援・相談事業）

NPO法人 すまい・まちづくり支援機構
（2009年認証 企画起業支援事業）

更生保護法人 同歩会
（2009年認可 更生保護相談事業）

合同会社ふるさと
（2010年設立 資金調達・経営支援事業）

ふるさとの会 関連法人

認知症になっても
がんになっても
障害があっても
家族やお金がなくても
地域で孤立せず
最期まで暮らせるように

事業目的



住まい

生活支援

地域リハビリ

在宅看取り

利用者数 1,238名（Ｈ25.11月現在）

274名の雇用創出

うち1２２名（被保護者等）

重篤な就労阻害要因を抱える被保護者等へ
「ケア付き就労プログラム」実施

最低賃金を超える850円/ｈ以上を給与

一般就労としての雇用体系
（常勤68名 非常勤206名）

平均月収 7万4,700円
（Ｈ23年度ケア付き就労調査）

支援の構造と雇用創出

雇用



ふるさとの会の取り組みについて
～生活困窮（高齢）者に対する居住と居場所（就労、社会参加含む）の確保を支援～

5
＊WS＝ワークステーション

住み慣れた地域や在宅で支える仕組みへの転換

「時々入院，ほぼ在宅」に対応

急性期 回復期

１．居所の維持・確保（居住のコーディネートと保証人）
２．回復期・在宅生活を可能にする生活支援

３．在宅の医療・介護サービスの調整（地域包括やケアマネにつなぐ）

在宅
SCSC

入
院

退
院
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平均年齢73.8±8.00歳、主診断はフェイスシート等から明らかなものを岡

村が推定した、介護保険等のための「保険上診断」とは異なる場合がある。
AD:アルツハイマー型認知症、VD:血管性認知症、S:統合失調症

年齢 介護度 主診断 認知機能

1 90代 2 不明 12

2 70代 2 VD

3 70代 2 AD 3

4 70代 5 VD 7

5 60代 1 VD

6 70代 2 VD 1(参考）

7 60代 2 不明

8 70代 1 VD

9 60代 0(要支援） VD 21

10 70代 1 S

11 70代 1 VD

12 60代 1 VD

定員12名
ほぼ全員認知症
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雇用と社会保障の新しい連携～生活支援労働～

Ⅰ多様な参加と自立促進

居場所づくり，仲間づくり，仕事づくり

「支えられる人」が「支える人」に

〇就労支援ホーム
居住・生活支援から多様な社会サービスへ

生業扶助の活用

〇ワークステーションふるさと
仕事説明会の開催等

労働市場

Ⅳ 居住・生活・就労支援
〇ケア付き就労

利用者一人ひとりの状態に合わせて
柔軟に仕事をつくり出す

〇重篤な就労阻害要因を持っ
た稼働･若年困窮層

就労準備事業
一時生活支援事業

中間的就労などの就労訓練事業等）

Ⅱ 生活支援労働の人材育成
〇ケア付き就労プログラム

利用者122名を雇用
雇用に生活支援を入れる
敷居は低いが奥が深い
居住・生活・就労の連携で

「落ちない支援」

〇キャリアアップ・ケア検定制度

Ⅲ 持続可能な雇用創出
生活支援労働による雇用創出

〇274人の「ソーシャルファーム」

〇生活支援のケア研修

〇生活困窮者自立支援法との連携

「場」を対象 「人」を対象
宮本太郎『生活保障』を参考に作成



ふるさとの会 生活困窮者自立支援事業 1,259名（H25.9現在）
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行
政
等
の
相
談
支
援
窓
口

【ふるさとの会】
地域における包括
的な自立相談支援

窓口
※アウトリーチ実施

・地域生活支援センター
（台東、墨田）

・まちカフェ

（新宿）

866名継続的支援

福祉事務所

地域包括

東京地検
保護観察所

定着支援
センター

警察署
弁護士

病院
施設

町会

民生
委員

生活再建相談センター 340名

（同歩会・刑務所出所者等一時保護事業）

緊急に衣食住の
確保が必要な者

◆自立準備ホーム 154名 就労率62％

（法務省 緊急的住居確保・自立支援対策）

居住生活支援

再就職のため
に居住の確保
が必要な者や
地域生活定着
に必要な者

◆賃貸借保証事業 516名保証
・物件紹介・同行、アパート保証、

住まいのトラブル対応

◆就労支援ホーム等共同居住
・生活支援が必要な障害等を抱える方が共同生活

を通して就労・自立・地域定着をする住まい40名

就労支援

就労に一定期間を
要する者

◆ケア（支援）付き就労
121名雇用

・就労に向けた日常・社会的自立のための訓練

・直ちに外部就労が困難な者に対する支援付き
の就労の場の育成 ※最賃以上の一般就労

◆協力雇用主による就労
・ＷＳによる雇用開発 Ｔ建設 地域近隣商店

◆ハローワークを通じた就労
・同行、機械操作支援、面接同席など

◆口利き・飛び込み開拓就労
・利用者同士の情報交換や支え合いなど

家計再建支援

家計から生活再建
を考える者

◆金銭管理・講習会
◆権利擁護事業の活用

本
人
の
状
況
と
希
望
に
応
じ
た
支
援

就労支援対象者

163名

◆互助ハウス（アパートメント型）
・アパート転宅までの生活訓練 6名

福祉・支援
団体

リファー（照会・紹介）方式

犯歴

知的障害
（軽度）

精神障害

ワークステーション
実績 H25.6～10

27名 斡旋
知的 1名
精神 9名
DV 2名
犯歴 4名（知的１）
他疾患 5名
なし 7名

居場所
喪失

ケア基礎研修 修了後は名札を授与監修：的場由木 保健師
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研修・育成⽣活困窮者の⾃⽴⽀援事業を担う職員を研修・育成しています

ケア研修

目的：
①日常生活支援に必要な幅広い「基礎的知識」の習得
②緊急時に必要なアセスメントと「初期的対応」ができるようにする

誰でもが生活支援
を行うことができる

監修：的場由木 保健師
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テキスト「対人援助を考える～生活支援とは何か」を作成（全職員に配布）




